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みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付申請書
　　　　　年度　みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業について、補助金の交付を受けたいので、みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
　なおこの申請書の審査に際し、税務所管課等への市税等の納入状況調査及び警察署への暴力団員又は関係者の照会等をされても異議ありません。
記
１　補助事業の名称（注）　　　　　　コンクリートブロック塀等撤去費及びフェンス等設置費補助事
２　補助事業の目的及び内容
３　補助事業の完了予定期日
４　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　千円
５　交付申請額の算出方法等　　　別紙のとおり
６　代理受領制度　□利用する　  　□利用しない
７　設計方法    　□一般診断法　　□精密診断法
※住宅耐震改修費補助事業（木造住宅）又は住宅段階的耐震改修費補助事業の場合に、記載する
８　その他
（添付書類）
１．非木造住宅耐震診断費補助事業の場合 （別紙１－３適用通知書の写し）
２．住宅耐震改修費補助事業（木造住宅）の場合（別紙２－１事業計画書）
３．住宅耐震改修費補助事業（非木造）の場合（別紙３－３適用通知書の写し）
４．住宅段階的耐震改修費補助事業の場合（別紙４－１事業計画書）
５．木造住宅耐震シェルター整備費補助事業の場合（別紙５－１事業計画書）
６．建築物撤去費補助事業の場合（別紙６－１事業計画書）
７．コンクリートブロック塀等撤去費及びフェンス等設置費補助事業の場合（別紙７－１事業計画書）
８．民間住宅・建築物アスベスト含有調査等に関する事業の場合（別紙８－２適用通知書の写し）
９．民間住宅・建築物石綿改修事業の場合（別紙９－３適用通知書の写し）
（注）補助事業の名称は、みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱第３条各号に掲げられている事業名を記入すること。 
別紙７－１
コンクリートブロック塀等撤去及びフェンス等設置工事（変更）計画書
１　コンクリートブロック塀等の概要
	施工場所
	みよし市

	撤去するｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀等
	種類
	ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ、ﾚﾝｶﾞ、大谷石・土塀・その他（　　　　　　　　）

	
	高さ
	公衆用道路等からの高さ　　　　　ｍ
敷地地盤面からの高さ　　　　　　ｍ

	
	延長
	　　　　　　　　ｍ（少数第二位を切り捨て、少数第一位まで記入）

	ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀等が面する道路
	ア．緊急輸送路又は指定通学路　イ．その他公衆用道路等


	交付申請額の算定
	①　見積り金額（工事費全体）
	円

	
	②　事業に要する費用（ﾌﾞﾛｯｸ塀撤去分）
	円

	
	③　撤去するコンクリートブロック塀等の延長に１メートル当たり10,000円を乗じて得た額
	円　　　　　　　　　　　　　　

	
	④　②又は③のいずれか少ない額
	円

	
	⑤　交付申請額（1,000円未満切り捨て）
④に補助率（2/3）を乗じた額（ア…上限120,000円、イ…上限100,000円）
	円

	補助要件の確認
	□申請対象ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀等は次の１～３のいずれにも該当しません。
１　道路改良等の公共事業の補償対象である。
２　営利を目的とした土地の転売に伴う事業である。
３　同一敷地において、５年以内にｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀等撤去の補助を受けたことがある。


２　フェンス等の概要
	交付申請額の算定
	①　見積り金額（工事費全体）
	円

	
	②　事業に要する費用（フェンス等設置分）
	円

	
	③　設置するフェンス等の延長に１メートル当たり38,400円を乗じて得た額
	円

	
	④　②又は③のいずれか少ない額
	円

	
	⑤　交付申請額（1,000円未満切り捨て）
④に補助率（2/3）を乗じた額（上限200,000円）
	円

	補助要件の確認
	□申請対象フェンス等は次の１～２のいずれにも該当しません。
１　建築基準法上の道路内に設置している。
２　同一敷地において、５年以内にフェンス等設置の補助を受けたことがある。


３　撤去工事業者
	業者名
	

	事業所の住所
	

	事業所の電話番号
	


添付書類
（１）前年度の個人（法人）市民税及び固定資産税に係る納税証明書
（２）撤去場所の案内図
（３）撤去工事の内容を表した図面（配置平面図、立面図）
（４）撤去するｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ塀等の写真、撮影場所を示した平面図
（５）新たに設置するフェンス等の内容が分かるもの
（６）見積書の写し（補助対象工事とその他の工事を分けたもので、施工業者の名称及び所在地の記載があるものに限る。）
（７）その他市長が必要と認めるもの

